
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

横 浜 市 火 災 予 防 条 例 の 一 部 改 正 概 要 

 
１ 対象となる建築物  （市内では３１０対象） 

 (1) 用途 
  ・共同住宅（（５）項ロ）、格納庫（(13)項ロ）、倉庫（(14)項）を除いた全ての用途   
 (2) 規模等 
  ・延べ面積５万㎡以上 
  ・５階以上で延べ面積２万㎡以上 
  ・11 階以上で延べ面積１万㎡以上 
  ・1,000 ㎡以上の地下街 
 
２ 自衛消防組織制度（消防法８条の２の５） 

大規模・高層建築物における災害に迅速・的確に対処するため、自衛消防組織を設置し、統括管理

者に自衛消防業務講習修了者等を充てるとともに、自衛消防組織の必要人員及び非常時の活動内容、

班長等への教育方法などを定める制度 

※ 自衛消防組織を設置した際は、所轄消防署長へ届出 

※ 自衛消防組織の編成や業務内容については、消防計画において規定 

  ＜自衛消防組織の人員の基準＞ 
   次の業務ごとにおおむね２人以上配置 

① 火災の初期段階における初期消火活動に関する業務 
② 情報の収集及び伝達、消防用設備等その他の設備の監視に関する業務 
③ 在館者が避難する際の誘導に関する業務 
④ 在館者の救出及び救護に関する業務 

 

 

 

３ 防災管理制度（消防法第３６条） 
  大規模・高層建築物における火災以外の災害による被害軽減のため、防災管理講習を修了した防災

管理者による災害対策（防災管理）を義務づける制度（防火管理制度との並びで位置づけ） 

 ※ 防災管理者を選任した際は、所轄消防署長へ届出 

※ 防災に係る消防計画を作成した際は、所轄消防署長へ届出 

※ 管理について権原が分かれている場合は、共同で防災管理を実施 

     
 
 
 
 
 
 

 

２ 消防法の改正概要 
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１ 防災センター要員（第 68 条の３） 

 (1) 内 容 

防災センター要員に自衛消防業務講習修了者等を充てることを新たに規定化 
 
 
 
 

 

 

 (2) 理 由 
24時間常駐する防災センターは災害発生時の指揮本部となり、そこに勤務する防災センター要員は、災害発生時には中

核的な活動が期待されるとともに、自衛消防組織の各業務を横断的に担うため、防火防災に関して高度な知識技術が求め

られます。このことから、統括管理者と同じレベルの知識技術の習得を引き続き義務付けるものです。   
さらに、防災センター要員が、情報収集・監視班、救出救護班等の班長になることが最も効果的な防火防災体制となり

ます。 
 (3) これまでの経過等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

法令に基づき防災センターに

勤務する者（全員）が防災セ

ンター要員講習の受講対象 

監視業務講習 
（昭和 56 年 4 月 1 日） 

※条例で受講義務化 

自衛消防業務講習受講者等を

防災センター要員に充てるよ

う規定化（今回の条例改正） 

＊自衛消防業務講習の規定化により「防災センター要員講習」が廃止された。 

３ 条例改正の内容 

① 消防法改正に伴い講習の受講対象が統括

管理者と班長に限られたことから、これま

での対象のうち抜けた部分を条例で補完

（新たな負担増はない） 

 

② 本市の防災センター要員講習は、従来か

ら地震対応訓練を組み入れ自衛消防業務講

習と同等の内容で講習を実施 

 

③ 本市では、防災センター要員に対する教

育の必要性を認識し昭和５６年から実施 

 

＜消防法施行令第４条の２の８第３項又は第２項＞ 

①自衛消防業務講習の受講者  

②消防職員で管理監督的な職（消防士長以上）に１年以上の経験を有する者 

③消防団員で管理監督的な職（班長以上）に３年以上の経験を有する者 

④従来の防災センター要員講習受講者で５年以内に追加講習（３時間）を受講した者 

 

大規模地震等に対応した防災体制を整備・強化するために、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）の一

部改正が行われ、新たに一定の大規模、高層の建築物について、自衛消防組織の設置、防災管理者の選

任等が義務づけられたことに伴い、横浜市火災予防条例の一部改正を行うものです。 
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◎統括管理者 ＜従来の対象者＞ 

＜条例施行後＞ 

防災センター 防災センター 

●防災センター要員講習 
（平成６年消防庁告示第 10 号）

１ 防火管理に関する一般知識 
２ 防災ｾﾝﾀｰ要員の役割と責任 
３ 防災のための設備に関する知識と取扱い 
４ 総合操作盤の操作と実施訓練 
５ 防災ｾﾝﾀｰ要員の火災時の対応訓練 
６ 効果測定 
    ― 合計 12 時間 ― 

●自衛消防業務講習 
（平成 20 年６月消防庁告示第 10 号） 

１ 防火管理・防災管理に関する一般知識 
２ 自衛消防組織及び統括管理者並びにその要員の役割と責任 
３ 防災設備等に関する知識と取扱い訓練 
４ 自衛消防組織の統括管理者及び要員の災害時における対応 
５ 効果測定 
        ― 合計 13 時間 ―

 
＜防災管理業務＞ 

 防災管理者は、防火管理業務に加えて次の業務を行う。 
 ・地震等の災害発生時の被害を想定した「防災に係る消防計画」の作成 
・地震等の災害発生時を想定した避難訓練の実施 
・訓練結果を踏まえた消防計画の検証 

③ 防災センター要員に対する教育経過 

② 講習内容比較

●本市における防災ｾﾝﾀｰ要員講習 

 １ 防災ｾﾝﾀｰ要員に必要な知識
  ・防火管理の意義 
  ・火災・建築防災に関する知識 
  ・防災要員の役割と責任 
２ 火災対応シミュレーション訓練 

３ 地震対応シミュレーションﾝ訓練 
４ 機器取扱訓練 
５ 避難誘導訓練 
６ 効果測定 
         ― 合計 14 時間 ― 

① 背 景

説明

市民活力推進・安全管理委員会資料
平 成 2 1 年 ６ 月 1 6 日
安 全 管 理 局

資料１ 

防災センター要員講習 
（平成７年４月 1 日） 
※消防法施行規則第３条第 10 項 
で受講義務化 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 手数料（第 69 条の２、別表第８） 

  受益者負担の原則に基づき、消防法に新たに盛り込まれた「防災管理講習」、「自衛消防業務講習」等の

受講手数料を規定化 

  なお、手数料の設定にあたっては、講習１回あたりの人件費、物件費、設備点検費を見直した上で算出

し、国の登録講習機関より低料金を実現 

 

●手数料比較 

＜参考＞    防火・防災に関する法令施行後の業務イメージ図（防災センター設置対象） 

管 理 権 原 者 

（社長等の代表者） 

防火（防災）管理者 

(管理監督的な地位の者） 

    自衛消防組織の編成
 

統括管理者

初期消火班 避難誘導班 救出救護班通報連絡・

設備監視班

重要物搬出班

 

班 長 

 

班 長 

 

班 長 

 

班 長 

 

班 長 

 
選 任 

防災センター 

防火防災管理 
 

地 区 隊 

(フロアーなど） 
地 区 隊 

(フロアーなど） 
地 区 隊 

(フロアーなど）

地 区 隊 

(フロアーなど）

全館避難等の権原を有する者が担う 

※管理権原者から必要な権原を付与されている

発災時の防火・防災活動を実施 

本 部 隊 

災害発生

大規模・高層防火対象物等

※定期的にトレーニングを受けた防災センター要員で本部を構成 

自衛消防組織 
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＜自衛消防業務講習で使用する安全管理局訓練施設＞ 

【情報処理訓練装置】 【消火訓練装置】 

  講習種別 
講 習

時 間

横浜市 

（手数

料） 

（財）日本防火

協会（登録講

習機関） 

（財）日本消防設

備安全センター

（登録講習機関） 

甲種防火管理新規講習 12 5,000  6,000  - 

乙種防火管理講習 6 4,000  5,000  - 

既
存
の
講
習 甲種防火管理再講習 3 3,500  5,000  - 

防災管理新規講習 5 3,500  7,000  - 

甲種防火管理・防災管理新規講習 14 6,000  9,000  - 

防災管理再講習 3 3,000  未定 - 

甲種防火管理・防災管理再講習 4 3,500  未定 - 

自衛消防業務新規講習 15 35,000  - 40,000  

自衛消防業務再講習 7.5 20,000  - 25,000  

今
回
新
た
に
加
わ
る
講
習 

自衛消防業務追加講習 3 3,500  - 10,000  

既
存 

再交付事務 － 1,000  1,000  未定 

 

防災センター要員全員に自衛消防業

務講習の受講を条例で義務化 


